
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4 年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 I F;tv)b>vt

1 事業の成果

この法人の目的 (視覚障害者の自立と社会参加の実現)を図る為、障害者総合支援法に基づく障害福祉

サービス事業 (同行援護)に傾注した。また、本年度は利用者 。ガイ ドヘルパー向けにコロナウィルス感

染拡大防止対策を行い、安心安全のサービス提供を図るとともに、広く虐待防止の意識を醸成 した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【86,335】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

障害者総合支
援法

障害福祉 サー ビス事業
(同行援護 と地域生活支

援事業)

通年

練馬区お

よび東京

他地域

68人

不特定多

数の視覚

障害者

120人 86,000

視覚障害者の
自立 と支援に
関する地域住
民への普及啓
発事業

ガイ ドヘルパー総会

6月 13日

(月 )

15 : 30^ψ

16:30

ガイ ドヘ

ルプあい

事業所

5人
ガイ ドヘ

ル ノく―

70人 230

視覚障害者の
自立と支援に
関する地域住
民への普及啓
発事業

コロナウィルス感染拡大
防止対策

8月 22日

(月 )

ガイ ドヘ

ルプあい

事業所

5人
ガイ ドヘ

ル パ
ー ー

70人 40

視覚障害者の
自立 と支援に
関す る地域住
民への普及啓
発事業

障害者虐待防止法の理解

11月 1日

(火 )

12月 20

日 (火 )

ガイ ドヘ

ルプあい

事業所

5人
ガ
｀
イ ドンヽ、

ル パ
ー ー

70人 65

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

疋
事業内容 日時 場 所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2022年 度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が生登場合 )

特定非営利活動法人 ガイ ドヘルプあい

正会員受取会費
賛助会員受取会費

213,000

1感染症感染防止のための寄付 25,0001

1  障害福祉サービス事業収益

移動支援サービス事業収益

103,233,7601

その他の1又益|
受取利息

176
176

5

471

:業費

(12)その他経費
業務委託費
会議費
交際接待費
研修費

|

86,000,5071

230,0401

40.6261

65 1151

86,336.288

:費計 |

‐86.1336:128

事務局人件費
法定福利費
福利厚生費

8,978,6501
1,022,3541

183,3111

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
交際接待費
租税公課
新聞図書費
支払手数料
保守費
保険料
リース料
広告宣伝費
研修費
その他

56r,426
1 78, B68

645,928
1, 200, 000

335, 809
55,295
3, 790

I 3, 094
1,074,501

r 35, 520
460, 950
689,232

r3,431
24,230

の

101.912.677
A B 1,559,259

DI   静拳

1外 1

D

i 期  経  1 外 増 減 額 C D ) |

1.bb9.2591前 曇 期 正 味 財

繰 )― ( 十 19,518.584

3 受取助成金等

1103:‐ 233,76(



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2022年 度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ガイ ドヘルプあい

現金預金
貯蔵品
未収入金
前払費用

16,955,5061

259,3611

16,942.3111

450,6501

2)
ソフ トウェア

借地権

の3
敷 金

11‐80100(

【A】 資 産 合 計 ①十② 34,787,828

500

未払金
未払費用

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

22,367
14,759,373

55,004

８

一

正 733

11

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】 | 34,787.828

車両運搬具
什器備品



16 28

2022年 度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ガイ ドヘルプあい

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会計基準協議会)

によっています。
(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法

(2)固 定資産の減価償却の方法
定率法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

退職金給付規定の定めがないため、退職給付引当金の計上はあ りません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当ありません。

(5)消 費税等の会計処理

税込方式によつてお ります。

2.事 業別損益の状況

移動支援サー

ビス事業
科 日

障害福祉サー

ヒ
゛
ス事業

事業部門計 管理部門 合計

##########

213,000
25,000

213,000
25,000

0

103,233,760
0 176

213,000
25,000

0

103,233,760
176

########## 103,471,760 176 103,471,936

8,978,650
1,022,354

183,311

8,978,650
1,022,354

183,311

10,184,315 10,184,315

86,000,507
65,115

，
″

′
４

Ａ
）

〈υ

′４

（６

86,000,507
65,115

40,626
230,040

0

24,230
561,426
178,868
645,928

1,200,000
335,809
55,295

0

3,790
13,094

1,074,501
135,520
460,950
13,431

689,232

86,000,507
89,345

561,426
178,868
645,928

1,200,000
335,809
95,921

230,040
3,790
13,094

1,074,501
135,520
460,950
13,431

689,232
0

86,336,288 86,336,288 5,392,074 91,728,362
86,386,288 86,336,288 15,576,389 101,912,677

17,135,472 17,135,472 △  15,576,213 1,559,259

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

事務局人件費
法定福利費
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

業務委託費
研修費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
交際接待費
会議費
租税公課
新聞図書費
支払手数料
保守費
保険料
広告宣伝費
リース料
その他
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内容 金 額 算定方法

該当なし

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

定款に定める事業はすべて委託によつているため、事業費と管理費は独立してお り按分する必要はありません。

その他の事業に係る資産の状況

該当ありません。

７

，

8

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

該当な し

合計

期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

180000 180,000 180,000

180000 180000 180000

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

投資その他の資産

敷金

合計

期末残高科 目 期首残高 当期借入 当期返済
該当な し

合計

内、近親者

及び支配法
人ルの「l支 弓|

科 目

計算書類に

計上 された

金額

内、役員及
び近親者 と

の取引

(活動計算書)

該当なし

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年 度 財産目録

事 業 報 告 用

259,3611封筒等

450,650

16

前払費用

未収金

189,3011

16,085,6531
680,5521

259,3611

450,650

現金預金
手元現金
みずほ銀行練馬富士見台支店 普通預金
ゆうちょ銀行

貯蔵品
伝票用紙

東京都国民健康保険団体連合会
自己負担金収入

|| ・ |・ 11(:」 ) 34.607.‐ 328

ｌ
ｑ
ｌ
「

車両運搬具
事業用車両

什器備品
ハ ソコt/

(21)無形固定資産
ソフ トウェア

オペ レーションシステム

文書編集 ソフ ト

(13)1投資その他の資産
敷金

事務所分 180,000

180,000

r替産合計  ・・・② 180.000

【A】 資 産 合 計 ①+② 1   34,787

未払金
諸経費 (アマゾン合資会社 )

未払配
費 (リ バティクリエイ ト)

業務委託費 ガイ ドヘルパー

業務委託費 ガイ ドヘルパー

給料
Iどラ

「

K~~~ ~~ ~~~ 
‐~

I只 ツ

`E源泉徴収税・住民税
社会保険料

22,367

長期借入金

500

1

432 5001

1

11,367.

11,0001

2021/2月 分
2021/3月 分

6,552,682‐              _
7.444.691‐

762,0001   14,759,3731
1           1

51,987.             |
3,017       55,004

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 15,269,244

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B― 可】 1 19,518,584

特定非営利活動法人 ガイドヘルプあい

計

】 圧  の  司S

16,955,5061

4_

‐2



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特申 非営禾|| 法人  ガイドヘルプあい

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

ぽ各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)氏    名

〇・監事
rtt-?y-<7= 4年

5年

4月  1日

3月  31日

4年

5年

6月  1日

3月  31日笠松 員智子

o監事キノリョウスケ 4年

4年

4月 1日

20日6月

4年

4年

4月   1日

5月 31日木野 良介

(垂)・
監事

マツカゼケイイ

チ
4年

5年

4月 1日

31日3月

年

年

月

月 日松風 慶一

①
監事

アベ キ ミコ 4年

5年

6月 21日

3月  31日

年

年

月

月

日

日阿部 貴賞子

理事・o
カワイケイイチ 4年

5年

4月 1日

31日3月

年  月  日

年  月  日川合 意一

理事・監事

年  月  日

年  月  日

年   月   日

年  月  日

理事・監事
年  月  日

年  月   日

年   月   日

年   月   日

理事・監事
年   月   日

年 月 日

年   月   日

年   月   日

理事・監事

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年 月

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 ガイ ドヘルプあい

氏    名

笠松 員智子

2

西山 矛加子

3

松風 慶―

4

柳澤 文江

5

瀧原 よ し子

6

阿部 貴買子

7

齋藤 朝子

8

大杉 多希子

Ｑ
）

倉石 恵美子

10

根岸 利枝

11

12


